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博多港では「博多湾 NEXT 会議」が設立され，アマモ場づくりを中心に環境保全創造に取組んでいるが，

今般ブルーカーボン（BC）オフセット制度並びに入港料の一部と寄付金を活動の財源として活用し，か

つ基金として積立てる制度が創設された．しかし，BC オフセット制度は，BC が我が国の現在の NDC に

含まれていない点でパリ協定の枠組みの中の制度ではなく，クレジット創出量や販売額が少なく効果の説

明が困難なことから企業の ESG 経営等に対して十分な訴求力はない．寄付金等制度も，寄付者へのイン

センティブがなく，寄付へのモチベーションが高まりにくいという課題がある．本稿ではこうした課題の

解決策や，アマモ場のコベネフィットを評価する制度への拡充により独立採算での環境保全創造事業の実

施も可能となるという今後の展望を示す． 
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1. はじめに 

 

博多港は物流面では年間約 100 万 TEU のコンテナを

取扱い 1)，人流面では 2016年からクルーズ船の寄港回数

4 年連続日本一を誇る 2)など，物流・人流の拠点として

九州の経済と市民生活を支えている．一方で，環境への

配慮も比較的古い時期から行われている．1972 年の港

湾計画改訂において博多湾内の環境保全と自然環境の調

和へ配慮した開発が目指され，1989 年の改訂の際には，

埋立計画を陸続きから島方式に変更， 埋立地周辺海域

を自然と人の共生を目指す「エコパークゾーン」 と位

置づけ，様々な環境保全創造の取組みを行っている 3)．

コンテナターミナルでも，ハイブリッド型荷役機械の導

入等によりCO2削減を達成している 4)． 

最近では，市民や市民団体，漁業関係者，企業，教育，

行政など多様な主体との連携・共働を促進し，環境・経

済・社会の統合的向上に取組みながら豊かな博多湾の環

境を未来の世代に引継いでいくことを目的として「博多

湾 NEXT 会議」が 2018 年 5 月に設立されている．当会

議はアマモ場づくりを中心に博多湾の環境保全・創造・

活用に取組んでいる．こうした流れの中で，ブルーカー

ボン（以下，BC）オフセット制度並びに船舶の入港料

の一部と企業等からの寄付金を環境保全創造活動の財源

として活用し，かつ基金として積立てる制度（以下，寄

付金等制度）が創設された．前者については横浜市に次

ぐ全国 2 例目 5)，後者については全国初の取組みとなっ
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ている．  

BC とは 2009 年に国連環境計画（UNEP）等により提

唱された海洋の生物活動に伴い海洋生態系内に貯留され

る炭素のことであり，近年，地球温暖化の緩和策として

着目されている 6)．地球上の生物が吸収する CO2のうち

半分強は海洋が吸収し，さらに海洋によって吸収される

炭素の半分以上が BC 生態系（以下，BCE）と呼ばれる

浅海域で吸収されている 7)．BCE としてはマングローブ

林，塩性湿地，海藻藻場が該当するが 7)，国内ではアマ

モ場やガラモ場等の藻場が着目されており 6)，8)，特にア

マモ場は国内における主要な BCE として期待されてい

る 9)． 

BCや BCEに関する先行研究は UNEP等による提唱 7)

以降，急速に蓄積されてきている．貯留メカニズムや

CO2 吸収量の定量化は，Fourqurean et al. (2012)10)，Krause-

Jensen and Duarte (2016)11)，Ortega et al. (2019)12)，Queirós et al. 

(2019)13)，桑江ら（2019）8)など多くの既往研究が存在し，

こうした BCE の持つ CO2吸収能力に対し， Duarte et al. 

(2017) 14)，Froehlich et al. (2019)15)，Lovelock and Duarte (2019)16) 

などは気候変動緩和策として強調している．しかし

Macreadie et al. (2019)17)がBCに係る未解決の科学的な課題

を整理している通り，依然として科学的に未解明な面も

多く，例えば Lovelock and Duarte (2019)16)は炭素貯留量等

の科学的根拠が明らかになれば BCE の対象として加え

られる生態系があることを指摘している．さらに，

Thorhaug et al. (2020)18)が指摘するように BCE は環境変化

に対して脆弱でもある．Waycott et al. (2009) 19)，Short et al. 

(2011) 20)，Pendleton et al. (2012) 21)，Hamilton and Casey (2016) 22)

などにより，沿岸域の人為的な開発により BCE の面積

は世界的に年間 1～3%の割合で減少していることが明ら

かにされており，Pendleton et al. (2012) 21)は貯留機能の損失

等による社会的な損失を年間 60 億ドルから 420 億ドル

と推計している．Lovelock et al. (2017) 23)が指摘するように

BCE 面積の減少自体は気候変動緩和を妨げるが，逆に，

Thomas (2014) 24)が主張するようにBCEの保全，修復，創

出活動は CO2吸収源対策となるため，クレジット化の可

能性にも繋がる．しかし，IPCC が国の温室効果ガスイ

ンベントリにBCEを含めることを推奨し 25)，約 50 カ国

が NDC 又は気候行動計画の一部として BCE の重要性を

認識しているものの 26)，BC は資金調達や気候変動緩和

メカニズムから除外され 27)，BCE 管理を通じた CO2削

減の定量化と資金調達に関する政策的枠組みを持つ国は

ほとんどない 28)．Wylie et al. (2016) 27)，Needelman et al. 

(2018) 29)，Macreadie et al. (2019) 17) が指摘するように科学的

根拠や実証事例が限られていることも要因となっている．

このため，Bell-James and Lovelock (2019) 30)，Sapkota and 

White (2019) 31)，Vanderklift et al. (2019) 32)，Wu et al. (2020) 33)，

Kelleway et al. (2020) 28)など炭素取引や社会実装に向けた研

究も増えて来ているが，BC 炭素に関しては独立市場で

の僅かな取引に留まっており，世界的に見ても社会実装

が本格化していないことが実務面でも研究面でも大きな

課題となっている． 

このような中，アマモ場・海藻藻場に着目した世界初

の社会実装事例が横浜市における BC オフセット制度で

ある．Vanderklift et al. (2019) 32)が主張するようにノウハウ

の移転を通じ，こうした事例がベストプラクティスとし

て蓄積されていけば BC プロジェクトの推進に繋がるが，

そのためには制度の実効性が確保される必要がある．横

浜市の制度については，山田ら（2017）5)，Nobutoki et al. 

(2018) 34)，末廣ら（2020）35)で紹介されている．これらの

文献では，オフセット制度創設の経緯， CO2吸収量の算

定方法，今後の展望等については述べられているが，算

定方法は他地域の参考にするには十分な内容でなく，今

後の展望については定性的に触れられている程度である．

すなわち，国内外で社会実装に関して課題がある中，ア

マモ場における BC オフセット制度について内容を詳細

に整理し，実効性確保のための具体的な拡充方法を示し

た先行研究は存在しない． 

以上を踏まえ，本稿では，他地域への展開を念頭に博

多港での制度創設の経緯と内容について整理するととも

に，その政策的意義，課題を明らかにした上で，今後の

展望として実効性を高める制度拡充の方向性を提案する

ことを目的とする．そのため，本稿ではクレジット算定

の詳細な方法論及び全国初の取組みとなる寄付金等制度

について述べるとともに，制度拡充の方向性を示すため

に，アマモ場を含む沿岸域における環境価値に対しコベ

ネフィットの考え方の導入して定量的評価を行い，その

結果を用いた BC プロジェクトの費用便益分析や収益性

分析を行う．アマモ場の環境価値の定量的評価やそれを

基にした BC プロジェクトの経済評価は既往研究では示

されていないため本研究の新規性になるとともに，BC

クレジットの詳細な方法論（計算過程，根拠，他地域へ

の展開の際の留意点）が他地域での制度検討時の参考と

なり，制度拡充に向けた提案が政策に直結する点は本研

究の有用性となる．本稿の構成は以下の通りである．第

2 章では，制度創設の経緯と特徴を整理する．第 3 章で

は，制度の内容について詳細に述べる．第 4章では，制

度の政策的意義や課題と今後の展望について述べ，第 5

章が本稿のまとめである．  

 

2. 制度創設の経緯と制度の特徴 

 

1989 年の博多港港湾計画において，アイランドシテ

ィ背後の海域（エコパークゾーン）は快適環境を創造し，

市民が水と親しむ場として利用を図ることが位置付けら

れた．1997 年にはエコパークゾーン整備基本計画が策
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定され，憩い空間の形成や野鳥や海生生物の生息環境の

保全，水底改善が目指されることとなり，シーブルー事

業として御島海域で 2,650m2のアマモ場の造成（2005 年

～2008 年）が行われた．2013 年度の繁茂期の調査では，

当初の造成面積の約 40倍となる 103,600 m2のアマモ場が

確認されるに至ったが，8 月の平均水温が例年よりも高

かったためほぼ消滅し 36)，一旦振り出しに戻る形となっ

た． 2011 年からはアマモ場の造成を和白海域に移行す

るとともに，これを契機に 2015 年から市民参加型のア

マモ場づくりが開始されている．図-1 に博多港全体と

関係個所（後出の能古島も含む）の位置を示す． 

一方，冒頭で述べた通り博多港のコンテナ取扱量は右

肩上がりで，クルーズ船の寄港回数も急増していたため，

特に近年では港湾活動が環境へ与える影響も市議会で指

摘され，それ故に環境行政ではなく港湾行政の一環とし

て博多湾の環境保全創造の実施を期待する声もあった．

そこで，港湾行政として博多湾全体の価値の向上が目指

され，施策の中心となっていたアマモ場づくりは次のス

テージへと移ることとなった．以後の福岡市における取

組状況を表-1に示す．2017年 11月には「BC研究会」で

進められていた CO2吸収源対策の検討に対する国土交通

省港湾局の支援が発表されたことを受け 9)，福岡市では

アマモ場づくりを BC と絡めて推進する検討が開始され

た．環境施策として取組まれていたものも含めれば市民

参加型のアマモ場づくりは湾内複数個所で実施され，天

然のアマモ場も存在し漁業関係者等から注目されていた

ものの関係者が連携・協働する枠組みはなかったこと，

アマモ場造成の効果等の認知度が低かったため市民への

普及啓発が必要であったこと，それまでのアマモ場づく

りには学術的知見が十分に反映されていなかったことを

踏まえ，市港湾部局の主催で 2018 年 2 月に情報交換会

が開催され 37)，招聘した外部有識者から協議会の設置が

提言された．それを受け 5月には多様な主体が連携・共

働する組織として博多湾NEXT会議が設置され 38)，その

活動の中心にアマモ場づくりが据えられた． 

環境保全創造活動は，効果の発現に一定の時間を要し，

公共事業としての実施は，予算が確保されなければその

活動が止まることを意味する．アマモ場づくり活動の継

続性に繋がる活動資金の確保のために検討されたのが，

BC オフセット制度と寄付金等制度である．制度の創設

自体が市民への普及啓発となり，直接的に活動に参画で

きない場合でも寄付金という形で間接的に参画するとい

う点で博多湾 NEXT 会議の理念である多様な主体の連

携が達成されるという面も期待された．こうした経緯を

経て両制度は創設されているが，わずか 2年程度の本格

的な検討で実現したことになる． 

環境の保全再生に要する資金調達制度は，世界中で多

くの検討が進められている 17), 39)．Salzman et al. (2018)40)は， 

 

図-1 博多港と関係個所 

 

表-1 博多港における制度創設までの動き 

日時 内容 

2017年度 市議会で博多湾の環境に関する指摘 

※2017年11⽉29⽇ 国土交通省報道発表「BC活用による CO2吸収

源対策の検討を支援」 

2018年2⽉6⽇ 博多湾アマモ場づくり情報交換会 

2018年5⽉31⽇ 博多湾NEXT会議設立 

2018年6⽉1⽇ BC研究会第2回講演会で講演 

2019年1⽉22⽇ BC研究会第3回講演会で講演 

2019年2⽉11⽇ 博多湾シンポジウム 博多湾の魅力発見！ 

※2019年6⽉11⽇ 地球温暖化防止に貢献する BCの役割に関す

る検討会の設置（国土交通省港湾局） 

※2019年9⽉17⽇ 横浜でアマモ場のBCオフセット制度化 

2019年11月9, 10日 全国アマモサミット2019みやぎ（登壇及び

次期開催地として引継式出席） 

2019年11⽉17⽇ 博多湾シンポジウム 豊かな博多湾の環境

を次世代へ 

2020年2⽉20⽇ 博多湾ブルーカーボン・オフセット制度，

入港料充当・寄付金制度の発表 

※は福岡市以外の動き 

 

環境保全再生に関わる資金調達制度（PES: Payment for 

Ecosystem Services） の特徴を体系的に整理する中で，制

度には大きく，a)公共による資金調達 41), 42)，b)生態系サ

ービスの直接的な受益者からの資金調達 43), 44)，c)（主に

生態系サービス損失の原因者による）義務的な支払に基

づく資金調達 45), 46)の 3 種類があるとしている．実際の

PES 制度の導入にあたっては，PES の供給量や，支出の

動機等の条件が地域によって異なるため，地域の現状に

合うように，複数の手段を用いて設計する必要がある 47)．

博多港で創設した制度のうち，船舶入港料については a)

に，寄付金については b)に，BC オフセット制度につい

ては c)に分類されると考えられる．つまり，博多港の資

金調達制度は，複数の制度の特徴を持ったハイブリッド

型の制度となっている． 

また，植林活動や湿地の再生等に代表される地球温暖

化の緩和策としての PES は，c)に分類される企業による

自主的もしくは CSR 的なプロジェクトが増加傾向にあ

和白海域 

御島海域 

能古島 

アイランドシティ 
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る 40)．これらのプロジェクトの多くが炭素貯留のみなら

ず，生物多様性等とのコベネフィットを生んでおり，そ

れを認識することがプロジェクトの持続可能性や効率性

に重要となることが指摘されている 48), 49)．  

 

3. 各制度の内容 

 

(1) ブルーカーボンオフセット制度 

BC オフセット制度は，博多湾でのアマモ場の造成，

天然アマモ場の維持管理，生物共生型護岸整備による海

藻藻場の創出（以下，プロジェクト）などによる CO2の

吸収量を BCクレジットとし，CSR活動や ESG経営の一

環で購入する企業等が，アマモ場づくりを行う博多湾

NEXT 会議の活動等を資金面で支援するという枠組みで

ある．プロジェクト実施者である福岡市が販売したクレ

ジットの売上げは，博多湾 NEXT 会議の活動等の環境

保全活動の資金へ還元される． 

博多港では，御島海域で造成したアマモ場に関しては

先述の通り一旦消滅しており，和白海域で造成中のアマ

モ場も現時点では十分な繁茂に至っていないため，既往

の造成活動はプロジェクトとして登録しなかった．一方，

能古島の天然のアマモ場における花枝採取，面積モニタ

リング及び生物調査等は，維持管理活動としてプロジェ

クトと見なした．また，アイランドシティにおける生物

共生型護岸整備は，海藻藻場が形成されたので創出活動

としてプロジェクトと見なした．対象とした能古島の天

然のアマモ場は比較的良好な生育環境であったため活動

前から生育しており，アイランドシティの海藻藻場は生

物共生型護岸整備後に生育が見られるようになった．こ

れらはいずれも季節的な消長を繰り返し何年間も継続し

て群落を形成している状態であり，2018 年の段階では

比較的安定して生育している状況であった． 

プロジェクトが行われたアマモ及び海藻による CO2吸

収量は年度毎に式(1)により算定される． 

𝐶்௢௧௔௟ ൌ 𝐶௉௃ െ 𝐶஻௅ ሺ1ሻ 

アマモについては， 

𝐶௉௃ ൌ 𝐴௭௠ ∙ 𝑊𝑊௣௦,௭௠ ∙ 𝑅஺௏ா,௭௠ ∙ 𝑅௉஻,௭௠ ∙ ൫1 െ 𝑅௠௖,௭௠൯ ∙ 
𝑅஼஼,௭௠ ∙ 𝐶஼ைమ ∙ 𝐶𝐹௘௦,௭௠ ∙ 𝑅௥௘,௭௠ ሺ2ሻ 

海藻については， 

𝐶௉௃ ൌ 𝐴௦௪ ∙ 𝑊𝑊௣௦,௦௪ ∙ 𝑅௉஻,௦௪ ∙ ൫1 െ 𝑅௠௖,௦௪൯ ∙ 
𝑅஼஼,௦௪ ∙ 𝐶஼ைమ ∙ 𝐶𝐹௘௦,௦௪ ∙ 𝑅௥௘,௦௪ ሺ3ሻ 

ただし，𝐶்௢௧௔௟：吸収量(tCO2)，𝐶௉௃：プロジェクト実

施後吸収量(tCO2)，𝐶஻௅：ベースライン吸収量(tCO2)，

𝐴௭௠：アマモの生育面積(ha)，𝑊𝑊௣௦,௭௠：アマモの繁茂

期の単位面積当たり湿重量(tWW/ha)，𝑅஺௏ா,௭௠：アマモ

の年平均湿重要への変換比，𝑅௉஻,௭௠：アマモの P/BAVE比

（年平均残存量当たりの純一次生産量の比率），

𝑅௠௖,௭௠：アマモの含水比(tDW/tWW)，𝑅஼஼,௭௠：アマモの

炭素含有比(tC/tDW)，𝐶஼ைమ：炭素量を二酸化炭素に変換

する係数(tCO2/tC)，𝐶𝐹௘௦,௭௠：アマモ場の生態系全体への

変換係数，𝑅௥௘,௭௠：アマモの残存率（アマモ場の生態系

全体の純一次生産のうち生態系内の炭素貯留場所に蓄積

する有機物の比率）(%)，𝐴௦௪：海藻の生育面積(ha)，

𝑊𝑊௣௦,௦௪：海藻の繁茂期の単位面積当たり湿重量

(tWW/ha)，𝑅௉஻,௦௪：海藻の𝑃/𝐵஺௏ா比（年平均残存量当

たりの純一次生産量の比率），𝑅௠௖,௦௪：海藻の含水比

(tDW/tWW)，𝑅஼஼,௦௪ ：海藻の炭素含有比 (tC/tDW)，

𝐶𝐹௘௦,௦௪：海藻藻場の生態系全体への変換係数，𝑅௥௘,௦௪：

海藻藻場の残存率（海藻藻場の生態系全体の純一次生産

のうち生態系内の炭素貯留場所に蓄積する有機物の比率）

(%)である．𝐶஻௅はプロジェクトが実施されなかった場合

の吸収量であり，維持管理活動等の人為的な活動がなさ

れているアマモ場・海藻藻場のみをクレジットの算定対

象とするため，京都議定書の第二約束期間における我が

国の森林経営による吸収量算定の考え方 50)を参考に 0と

して扱うものとした．また，創出活動の場合でも，新た

にアマモ場・藻場が創出されることから𝐶஻௅ ൌ 0として

取り扱うことになる．これらのプロジェクトの実施にあ

たっては，実際には小型船の稼働等により新たに CO2が

発生することになるが，上記の「森林経営による吸収量

算定の考え方」に倣い，これらの CO2排出量は対象外と

した（なお，この小型船の稼働により排出される CO2は

約 0.1t- CO2/年であり，後述する吸収量の 0.2%程度とご

く僅かであることを確認している）．他の項目の数値，

根拠は表-2 に示す通りであるが，これらは博多湾に生

育するアマモ場，海藻藻場に関するデータであり，他海

域へそのまま適用できる全国平均値ではないことに留意

が必要である． 

表-2 のモニタリングは，プロジェクト（2018 年度の

花枝採取，面積モニタリング，生物調査等の維持管理活

動）を実施した能古島のアマモ場を対象に 2019 年 5 月

16 日に実施した．実施時期は，博多湾では夏季は透明

度が下がるため，アマモがある程度生長し，海水の濁り

が比較的少ない時期として選定した．マルチコプター

（DJI社製PHANTOM 4 PRO V2.0，有効画素数：2,000万

画素） により高度 100～140m で撮影した空撮画像を基

に合成画像（オルソ画像）を作成し，図-2 のようにア

マモの生息範囲を 20m メッシュで分割した．メッシュ

ごとのアマモの生育状況を，濃生（被度 75%以上；図-2

の 5），密生（被度 50～75%；図-2 の 4），疎生（被度

25～50%；図-2 の 3）の被度階級に目視により区分し，

被度ごとの面積を算定し，アマモ場全体の面積を推定し

た．空撮画像では判読しにくい沖合のアマモの分布範囲

や被度は，潜水目視調査により得られた情報により補足，

修正を行った．また，アオサや岩礁とアマモを区別する

ための陸上からの現地確認による補足，修正も行った． 
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表-2 各項目の設定根拠 

項目 数値 根拠 

Azm 9.07 モニタリング 
Wps,zm 23.58 モニタリング 
RAVE,zm 0.56 文献 51) ※1 
RPB,zm 4.5 文献 52) ※2 
Rmc,zm 0.84 文献 53)-55)の平均 
Rcc,zm 0.34 文献 6), 56), 57)の平均 
CCO2 3.7 44 (CO2)/12 (C) 

CFes,zm 2.12 文献 8) 
Rre,zm 18.5 文献 8) 

※1 アマモの湿重量の季節変化から繁茂期湿重量に対する年平

均湿重量の比率を算定 

※2  東シナ海域 

項目 数値 根拠 
ワカメ ガラモ 

Asw 2.82 0.06 モニタリング 
Wps,sw ※3 モニタリング 
RPB,sw 1.15 1.32 文献 55), 57), 58)の平均 
Rmc,sw 0.9 0.8 文献 6), 59)-64)の平均 
Rcc,sw 0.32 0.34 文献 6), 55), 57), 58), 59)-64)の平均 

CFes,sw 1.5 文献 8) 
Rre,sw 11.3 文献 8) 

※3  海藻藻場の湿重量を被度毎に算出したため𝐴௦௪ ∙ 𝑊𝑊௣௦,௦௪

は以下の最大現存量 （tWW）に置換え      

ワカメ場：56.01 (tWW)，ガラモ場：1.30 (tWW) 

 
表-3 アマモ場・藻場のCO2吸収量 

 吸収量 (t) 面積( ha) 

能古島アマモ場 42.1 9.07 
アイランドシティ藻場 1.3 2.89 

※面積は参考であり表-2の数値（の合算）を記載 

 

式(1)～(3)に表-2 の数値を用いて算定したクレジット

対象となるアマモ場・藻場の CO2 吸収量を表-3 に示す．

なお，前述のとおり𝐶஻௅ ൌ 0としていることから，𝐶௉௃
は表-3に示す𝐶்௢௧௔௟と同量となる． 

 

(2) 寄付金等制度 

寄付金等制度は，港湾運営上の収入と企業・個人から

の寄付金を博多湾の環境保全・創造に活用する仕組みで

ある．具体的には船舶から徴収する入港料の 5%と個

人・法人からの寄付金を博多湾の環境保全創造事業に充

てるものであるが，そのうち入港料の 2.5%分について

は港湾環境整備保全基金に積立てられ，将来の取組みに

活用される．入港料の一部を基金に積立て，環境事業に

活用することをルール化する取組みは全国初事例となる． 

港湾環境整備保全基金とは，博多港における快適で魅

力ある環境を整備するとともに，これを将来にわたって

適切に保全するため 2004 年に設置されたものである．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 空撮画像を基にした被度階級区分 
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積立額は福岡市の歳出予算をもって充てられることとな

っているが，実質的には当初の積立額を切崩してきてい

たため，残額は少額となっていた．新たな基金の創設も

検討の選択肢としてはあり得たが，既存の基金の設置目

的が今回の目的と合致していたため，受け皿として活用

することになった．また，企業等からの寄付金も基金に

積立てることも検討されたが，寄付者の目に見える形で

用途が特定できるようにするため，積立てずに当該年度

の取組みに充当されることとなった．他の自治体でも同

様の基金を有しているため，博多港の事例は環境関係の

取組みの促進を望む他地域のモデルケースになると考え

られる． 

2020 年度の福岡市の一般会計歳入予算として博多湾

環境保全創造事業費寄付金が 10 万円，一般会計歳出予

算として港湾環境整備保全基金積立金が 362.5 万円（入

港料の 2.5%相当）計上されている 65)．また，一般会計

の歳出予算として博多湾の環境保全創造事業に 3,853.3

万円が計上されているが，その関連歳入として入港料

362.5 万円（基金積立金と同額），博多湾環境保全創造

事業費寄付金 10 万円が記載されている．これは入港料

のうち 2.5%は基金に積立てられるが，2.5%は当該年度

の事業に充てられること，また寄付金も当該年度の事業

に充てられることを示している．両制度により環境保全

創造事業を支える枠組みを概念的に示すと図-3 のよう

になる．この図では，(1)の BCオフセット制度に係る内

容を赤色で，(2)の寄付金等制度に係る内容を緑色で示

しており，これら両制度の活用により，博多湾 NEXT

会議の活動支援等を通じて，恵み豊かで賑わいのある博

多湾を目指すものとしている． 

 

4. 両制度の課題と今後の展望 

 

(1) 制度の政策的意義と課題 

アマモ場など BCE は地球温暖化対策としての CO2吸

収源，また生物多様性の維持の場にもなることから，両

制度については主にSDGsの目標 13「気候変動への具体

的対策」及び目標 14「海洋資源の保全と持続的利用の

達成」に寄与し，これら以外にも水産物の漁獲増を通じ

た目標 2「食料の安定確保」，環境学習を通じた目標 4

「生涯学習の機会の促進」，憩いの場の提供を通じた目

標 11「住み続けられるまちづくり」へも一定程度寄与

することになるが，直接的には環境保全創造事業財源確

保と普及啓発の観点から，枠組みが作られたこと自体に

政策的な意義がある．しかし創設目的の達成の程度によ

っては実効的な意義が生じない可能性が残る．この点，

目的達成のためには潜在的なクレジット購入企業や市民

による制度に対する理解が重要であることから，マスコ

ミ等からの問合せが多い以下のような観点から課題を考 

 

図-3 両制度のイメージ 

 
察するアプローチが効果的であると考えた． 
a) アマモ場は BC オフセット制度の有無によらず CO2

を吸収するので，制度の創設・クレジットの売買で

CO2は削減されないのではないのか． 
b) 気候変動抑制に関する国際的な枠組みの中で，BC

クレジットの購入が企業にとっての義務の履行に該

当するのか． 
c) CO2の吸収量もクレジットの額も小さすぎて効果が

小さいのではないか．クレジット販売額で環境保全

創造事業が実施できるのか． 
a)や b)はクレジットを購入する企業側の立場に立てば

自らの環境配慮活動に対する説明責任を伴うため，重要

な論点となる．a)に関しては，維持管理・再生活動によ

る適切な保全が実施されなければアマモ場面積が減少す

る可能性があり，クレジット販売額を活用した活動によ

って CO2削減が実現し続けることへの社会的認知が必要

となる．このことはクレジット購入費用の使途が明確に

されることにもなり，更なる創出活動に充当できれば

（あるいは制度の普及啓発により保全活動が活性化され

れば），アマモ場の活性量が拡大し，全体としての CO2

吸収量が拡大することも期待できる． 
b)に関しては，クレジット購入モチベーションに係る

論点であるが，そもそも企業は国際的な枠組みの中で義

務を負っておらず，地球温暖化対策の推進に関する法律

（以下，温対法）の枠組みの下でも BC は温室効果ガス

インベントリに含まれていない．自治体レベルでの認証

クレジットでは購入をメリットと捉えない企業に対して

は大きな課題となる．現在，地球温暖化対策は国際的に

はパリ協定，国内ではその担保法である温対法に基づい

て進められている．日本の INDC（Intended Nationally De-

termined Contributions；約束草案，2015 年 7 月に国連に提

出）で 2030年度の温室効果ガスの排出を 2013年度比で
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26%削減することが目標として掲げられ，これをもとに

NDC が地球温暖化推進対策本部で決定された 66)．この

中で温室効果ガス吸収源対策・施策としては，森林吸収

源対策，農地土壌炭素吸収源対策，都市緑化等の推進が

挙げられているが，BC がインベントリとして算定され，

温対法の枠組みの中に置かれればクレジット購入のモチ

ベーションが上がることになる． 
c)に関しては，算定対象となるアマモ場・藻場の規模

とクレジット単価の両方の論点が存在する．算定対象と

なりうる十分な被度を有したアマモ場・藻場の造成には

一定の時間を要するため，クレジット算定対象を拡張す

ることも必要となる．例えば，福岡市における CO2排出

量は 687万 t，そのうち国内船舶は 1.6%を占め約 11万 t

となっている 67)．あるいは急増するクルーズ船の停泊時

のCO2排出量を既往研究 68), 69)を基に推計すると約 2.7万 t

（寄港回数がピークであった 2016年）となり，BCに直

感的に結びつきやすい海事関係部門からの CO2排出量に

対して現状のクレジット創出量は極めて小さく，効果の

程度を疑問視される可能性が残る．クレジット単価に関

しては，CO2吸収効果に限定すればその単価には限界が

ある．アマモ場・藻場に関しては CO2吸収効果以外の価

値も存在するので，それをいかに制度に反映させていく

かが課題となる．実際に，海外の事例においても BC に

よるクレジット創出のみでは，継続的な事業の実施が困

難であり，コベネフィットを考慮した制度とすることの

重要性が強調されている 39)． 

一方，寄付金等制度はオフセット制度と比較すればク

レジットの認証や単価の設定などが必要なく，緩やかな

枠組みとなっている．そのため，寄付者のメリットと効

果を明確にする必要がある．この点，現状の枠組みでは

寄付者へのインセンティブの面で課題が残る．また，現

状の枠組みでは当該年度の事業にのみ充当されることに

なるため，額が大きくなった場合に充当先事業がなくな

る可能性もある． 

以上のように，BCオフセット制度に関しては，BCが

我が国の現在の NDC に含まれていない点で，パリ協定

の枠組みの中の制度とはなっておらず，クレジット創出

量や販売額が少ないため説得力のある効果の説明が困難

なことから，企業の CSR 活動や ESG 経営に対して十分

な訴求力がなく，実効性を伴う形での運用・継続には課

題が残る．また，寄付金等制度に関しては，寄付者への

インセンティブがなく，寄付へのモチベーションが高ま

りにくい．このように CO2吸収効果及び寄付だけに依拠

した枠組みでは，環境保全創造事業に対する十分な財源

とはならず，発展的な制度拡充が必要となる． 

 
(2) 博多湾におけるコベネフィットの評価 

BC オフセット制度および寄付金等制度の課題を解決

する上で，コベネフィットを評価しクレジット単価を向

上させること，アマモ場・藻場以外の生態系も対象とし，

事業規模を持続可能なものにすることが重要となる．こ

のためには，CO2吸収以外の価値も含んだ包括的な評価

を行う必要がある．アマモ場における CO2吸収以外の価

値については，生態系サービスの概念が参考になる．生

態系サービスは，2005 年に実施されたプレミアム生態

系評価 70)以降急速に広まり，その経済価値についても多

くの研究が行われている．生態系サービスには，供給サ

ービス，調整サービス，文化的サービス，基盤サービス

の 4つのカテゴリーがある．供給サービスは食料や木材

等の資源を供給する価値，調整サービスは水質や大気質

等の調整を行う価値，文化的サービスは環境教育やエコ

ツーリズム等，環境から得られる文化的な価値である．

基盤サービスは 3つのサービスの根幹をなすものであり，

栄養塩循環や生息場の提供等がある．  

環境の価値の多くが市場価格を持たない非市場財であ

り，その経済価値を決定するという行為には，何らかの

仮定が必要になる．よって，どのような価値をどういう

手法で評価しているのかが重要となる．環境の経済価値

の定義については，2010年に発表された TEEB報告書 71)

において，体系的な整理がなされている．まず，環境の

経済価値は，利用価値と非利用価値に分かれ，前者はさ

らに直接利用価値と間接利用価値に分かれる．直接利用

価値は，人間が自然を直接利用できる価値であり，市場

価格を有することが多い．アマモ場で言えば水産資源等

の供給サービスが該当する 72)．間接利用価値は，BC に

代表されるような調整サービスにより得られる価値であ

る．間接利用価値は，本来市場価格を有さないが，温暖

化ガスの排出権取引のように，何等かの不利益が顕在化

し，社会的なコンセンサスが得られた状況では，税等の

形で市場価格が与えられる 73)．また，直接的には市場価

格は付かないものの，顕示選好法等によって経済価値を

決定できるものが多い 74)．非利用価値は，自然の利用を

伴わない価値であり，自然の存在そのものに対して人々

が感じる存在価値や，将来世代に渡って価値が得られる

ことを望む遺産価値等がある．文化的サービスのほとん

どが非利用価値である．利用価値の多くが，市場価格法

や顕示選好法により経済価値を決定できるのに対し，非

利用価値の経済価値は，表明選好法により求めることが

主流である 74)． 

コベネフィットを含んだ包括的評価を行うには，可能

な限り全ての生態系サービスを対象に，非利用価値も含

んだ経済価値を求める必要がある．井芹ら（2016）75)，

岡田ら（2019）76)で提示されている沿岸域における環境

価値の統合的評価手法（IMCES: Integrated evaluation Method 

for Coastal Ecosystem Services）は，環境保全・再生事業の

価値を“見える化”することを目的としており，この要

土木学会論文集G（環境）, Vol. 77, No. 2, 31‐48, 2021.

37



 

 

請に合致した手法である．本稿では博多湾内の代表的な

親水空間を対象に，IMCES を用いた試験的な評価を実

施した．IMCES は干潟やアマモ場・藻場等を含む浅海

域から得られる 10 の環境価値を包括的に評価すること

が可能であり 77)，環境価値の状態を 0-100 点で示す“得

点化”と，得点あたりの経済価値を求め，経済評価を行

う“貨幣価値化”の 2つのプロセスからなる．“得点化”

では，各環境価値の状態を示すのに適切な指標を計測し，

評価対象とした海域内で，評価対象年度から過去 5年間

で最も良好な値（基準値）を 100点とし得点化を行う．

“貨幣価値化”では，IMCES のために開発された表明

選好法である比較評価法を用いる．比較評価法は，対象

海域の流域圏の住民等を対象にアンケート調査を実施し，

当該海域における 100点の状態の各環境価値に対する公

共事業として許容できる経済価値（許容評価額）を，市

場価格法やトラベルコスト法等で経済価値を求めること

ができる環境価値と比較して求める．100 点に対する経

済価値を許容評価額とし，得点と経済価値の間に比例関

係を仮定（経済価値＝許容評価額×得点／100）するこ

とで，各環境価値の経済価値が算定される． 
CVM による評価額はアンケートのシナリオ設計によ

りバイアスが生じやすく，適切な評価額を得るには熟練

を要する 78)．また，年収等の個人属性に強く依存するこ

とがあり 79)，個人の支払いに基づくため，人々と地域の

関係性等を含む社会的価値の評価には不向きであること

も指摘されている 80)．比較評価法はこのような CVM の

問題点を解決し，複数の環境価値を同時に計測可能とす

ることを目的に開発された 77)．比較評価法では，予め市

場価格法や顕示選好法で求めた経済価値が既知の環境価

値と，経済価値が未知の環境価値を比較し，より社会に

とって重要だと思う価値（社会的価値）を二枝選択方式

で回答してもらうことで許容評価額を得る．これにより，

アンケートのシナリオを詳細に作り込む必要がなくなり，

バイアスを最小限にした，安定した評価額が得られる．  

比較評価法の特徴の一つは，CVM で用いられている

個人の支払意思額ではなく，許容評価額を直接問うとこ

ろにある．一方で，既往の CVM 研究で示されていると

おり，人々には，倫理的に素晴らしいことや正しいこと

に対して過大に評価することがあり，Warm-grow effectや

温情効果として知られている 77), 81)．個人の家計を気にし

なくてよい許容評価額は，支払意思額よりも過大な評価

がされやすいことが予想され，実際に東京湾における研

究事例では，全回答を単純に集計すると一つの環境価値

に対して 1 億円/ha/年程度の非常に高い評価額が得られ

ている 77)．個人によって Warm-grow effect に対する感度

は異なり，個人の性向を定量化し，補正を行うことで，

過大評価を避けたスコープ反応性を持つ支払意思額が得

られるため 82)，比較評価法では評価の回答理由として

「税金の適切な支出を考慮して回答した」と答えたグル

ープの評価額を採用している．このグループは，他の回

答理由のグループより，Warm-grow effectを抑えた現実的

な評価をする傾向にあるためである 77)． 

 博多湾における IMCES の評価は，2017 年を評価対象

年度とし，今津湾，御島，和白，海浜公園，今津干潟の

5 海域を対象として実施した（図-4）．評価対象海域の

うち，今津湾は広大なアマモ場を含み，2017 年時点で

は，評価対象面積の約 25%にあたる 15ha のアマモ場が

存在している．御島の一部と海浜公園は人工海浜であり，

和白海域，今津干潟は博多湾を代表する自然干潟を有す

る．御島，和白海域では藻場造成事業が行われている． 

評価対象とした環境価値は，表-4 に示すとおりであ

る．BC 以外の環境価値は生態系サービスのカテゴリー

に参照し，評価対象海域で発現している価値を設定した． 

BC は，IMCES の枠組みの中では，温暖化抑制という一

つの環境価値として評価されている．なお，本来

IMCES には表-4 に示す 9 つの環境価値に加え，海岸防

御という効果が評価対象となっているが，静穏な博多湾

ではその効果を計測することが困難であったため，評価

対象から除外している． 

博多湾へ IMCES を適用するにあたり，これまでの

IMCES では評価されて来なかったアマモ場の価値を考

慮することとし，まず，アマモによる CO2吸収量を温暖

化抑制に加味することとした．アマモによる CO2吸収量

の算定方法は，第 3章に記載した通りである．また，ア

マモ場で生育した稚仔魚が成魚となり，沖合で漁獲され

る価値を食料供給として評価した．アマモ場由来の漁獲

量は VPA (Virtual Population Analysis) モデルを用いて推計

した 83)． 

𝑌ெ＝෍𝑊௧

௅

௧ୀ௧೎

𝑁௧ሾ1 െ expሺെ𝐹ሻሿ ሺ4ሻ
 

 ここで， 𝑌ெはアマモ場由来の漁獲量，𝑊௧は t 齢にお

ける個体重量(t)，𝑁௧は t 齢における水産資源の個体数，

Fは漁獲係数であり，市場に出荷されている水産資源の 

 

 
図-4 博多湾におけるコベネフィットの評価対象海域 
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平均個体重量を再現できるよう最小二乗誤差法により推

定する 83)．評価では，各対象海域において福岡市のモニ

タリングデータ，漁協，NPOへのヒアリングにより表-4

に示す指標値のデータを得た後，データをもとに表-5

に示す得点評価を行った．次いで，比較評価法のための

アンケート調査を実施した．アンケートは 2019 年 1 月

に実施し，博多湾流域圏に居住している 15,000人からイ

ンターネット調査を用いて回答を得た．得られた回答を

もとに，個々の環境価値の 100点の状態における経済価

値を求めた（表-5）．比較評価法により求めた個々の環

境価値の 100点の状態における経済価値を，各海域の得

点に比例させて割引くことで，個々の環境価値の経済価

値を求めた．アンケートの内容は付録資料に示す（表-

A1）． 

博多湾における IMCES の評価結果を表-6 に示す．総

経済価値は，8,109 万円/ha/年から 1 億 2,723 万円/ha/年と

なった．東京湾における IMCES による総経済価値は

5,340 万円/ha/年から 8,024 万円/ha/年であることから，博

多湾における環境価値は，東京湾よりも 5割程度高いと

言える．東京湾と博多湾の環境価値の基準値は 5割も変

わらないことから，東京湾流域圏の住民と比較し，博多

湾流域圏の住民は，藻場・干潟の価値を高く認識してい

ると言える．また，環境省が日本国内の干潟の価値を

CVM で評価した事例では，総経済価値は平均で 11 億

5,000 万円/ha と評価されている 84)．干潟・藻場の価値が

有効な期間を 50年，社会的割引率を 4%と仮定すれば，

博多湾の藻場・干潟の価値は 18 億円/ha から 28 億円/ha

となる．環境省の CVM の値が，日本全国を対象に行っ

た回答の平均値であることを考慮すれば，博多湾の総経

済価値は，妥当な水準にあると考えられる． 

博多湾における温暖化抑制の環境価値は，藻場を有す

る今津湾で 664 万円/ha/年であった．今津湾の温暖化抑

表-4 IMCESにおける環境価値の指標と博多湾における基準値及び許容評価額 

サービス 環境価値 主要な指標値 単位 

基準値（100点の状態） 

値 海域 年 
許容評価額 1） 
（万円/ha/年） 

供給 食料供給 水産物の漁獲量 ton/ha/年 1 今津湾 2017 3,300 

調整 
水質浄化 COD浄化量 ton-COD/ha/年 1 今津干潟 2016 4,800 
炭素貯留 炭素の貯留速度（アマモ，堆積物） ton-C/ha/年 1 今津干潟 2016 3,700 

文化 

観光・レクリ

エーション 
観光・レクによる年間の来場者数 人/ha/年 17,000 海浜公園 2017 3,000 

教育 環境教育への年間の参加者数 人/年 1,500 和白 2015 2,500 
研究 年間の論文・報告書の発刊数 報/年 7 和白・今津干潟 2016 2,000 
昔からの 
特別な場 

年間の神事・祭事の開催回数 
和歌・俳句に詠まれた回数 

回/年 
句 

1 
4 

御島 2017 1,700 

日々の 
憩いの場 

憩いによる年間の来場者数 人/ha/年 9,400 海浜公園 2017 500 

基盤 種の保全 年間確認種数（底生生物・鳥類） 種数/年 87 御島 2017 2,900 

1）比較評価法によって求められた基準値に対する経済価値であり，アンケート回答者が公共事業して許容できる経済価値を示す． 

 
表-5 博多湾における IMCESによる評価結果の概要 

項 目 1） 単 位 今津湾 御島 和白 海浜公園 今津干潟 

評価対象範囲 面積 ha 65 55 300 25 135 

アマモ場 面積 ha 15 0.005 0.068 0 0 

総経済価値 万円/ha/年 8,109 9,902 11,986 8,571 12,723 

食料供給 

万円/ha/年  
（得点） 

2,400 (73) 12 (0) 142 (4) NA2） NA2） 

水質浄化 1,238 (26) 3,198 (67) 3,242 (68) 3,835 (80) 4,800 (100) 

温暖化抑制 664 (18) 894 (24) 2,688 (73) ND2） 3,230 (87) 

観光・レクリエーション 8 (0) 46 (2) 7 (0) 3,000 (100) 0 (0) 

教育＊ 104 (4) 136 (5) 2,451 (98) 719 (29) 408 (16) 

研究＊ 1,429 (71) 857 (43) 775 (39) 240 (12) 1,702 (85) 

昔からの特別な場＊ 0 (0) 1,700 (100) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

日々の憩いの場 1 (0) 158 (32) 3 (1) 500 (100) 0 (0) 

種の保全＊ 2,267 (78) 2,900 (100) 2,678 (92) 277 (10) 2,582 (89) 

1）＊は面積と水準および経済価値の間に比例関係が想定できない環境価値を示す． 

2）NAは規制等により環境価値が発現しないことを，NDはデータ不足で評価ができなかったことを示す． 
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制の 7 割程度が 15ha の藻場から得られており，評価対

象範囲全体の炭素吸収量は 0.2トン-C/ha/年となっている．

横浜市における BC の取引価格が 8,000 円/t-CO2
34)程度，

限界削減費用 85)や社会的損害費用 86)でも 20,000 円/t-CO2

を超えないことを考慮すれば，IMCES で評価される温

暖化抑制の環境価値は非常に高い．IMCES で評価され

る環境価値には非利用価値を含むことから，博多湾流域

圏の人々は温暖化抑制に対して非常に高い非利用価値を

感じていると考えられる．また，温暖化抑制では，堆積

物に貯留される炭素量も経時変化法 87)により計測・評価

しており，アマモ場を有する今津湾よりも，堆積物中へ

の炭素貯留速度の大きい今津干潟や和白の方が 4-5 倍程

度高い値を示している．このことは，BC の事業規模を

拡大する上で，アマモ場・藻場以外の生態系を視野に入

れることの重要性を示すものである． 

 また，各海域における全体の環境価値は温暖化抑制の

環境価値の 4-12 倍程度に相当している．コベネフィッ

トを考慮することは，事業価値を最大で 10 倍程度向上

させる可能性があると言える．また，内訳について見て

みると，各海域で特徴が大きく異なることが分かる．例

えば，今津湾は食料供給の価値が高く，これはアマモ場

で水産有用種の稚仔魚が生育するためである．また，人

工海浜である海浜公園は，種の保全が他の海域より低い

ものの，観光・レクリエーションが群を抜いて高くなっ

ている．自然干潟を含む御島，和白干潟，今津干潟は，

水質浄化や種の保全等の生態系活動から得られる価値に

加え，教育や昔からの特別な場等の文化的な価値も高い．

各海域の環境価値を高めようと思えば，これらの得点が

高い環境価値を伸ばすとともに，得点が低い環境価値を

向上する施策を考えればよい．このように，コベネフィ

ットを評価することは，事業価値を向上させるだけでは

なく，各海域の特徴を明確にし，施策の方向性を導くと

いう効果もある．コベネフィットの評価から得られるこ

れらの情報は，BC オフセット制度および寄付金等制度

の課題を解決する糸口となる． 

なお，本稿では，議論を簡便にするため，環境価値を

単位 ha あたりの値として示したが，表-5 に示す環境価

値のうち，価値の名称に＊があるものは，面積と経済価

値に比例関係が想定できないため，面積を増加させても

環境価値は変化しないことに留意が必要である． 

 
(3) コベネフィットの評価による制度の拡充 

 (1)で述べた課題及び前節の評価を踏まえ，本節では

コベネフィットの評価による制度の拡充の方向性につい

て検証する．なお，本節での検証は，博多港だけでなく，

今後制度創設を検討する自治体等でも適用可能となるよ

う一般性を有した内容としている． 

アマモ場・藻場の効果に CO2吸収以外の効果や価値評

価に非利用価値も含ませることで，クレジットの取引額

が大幅に増加し，実効性を高め持続可能な制度にするこ

とが期待できる．また，多様な環境価値を評価し，クレ

ジット化することで，ESG経営や SDGsの取組の一環と

して，企業のインセンティブに繋がる可能性がある．コ

ベネフィットの導入は，博多港の場合は BC オフセット

制度と寄付金等制度を統合し，新たなクレジット制度へ

の拡充に繋がる．第 2 章で述べた通り，BC オフセット

制度は義務的な支払に基づく資金調達に分類されるが，

コベネフィットを導入した新たなクレジット制度は受益

者からの資金調達の性格も加わるととなり，コベネフィ

ットの価値に賛同する企業が自らを受益者として捉え，

ESG 経営や CSR 活動としてクレジットを購入すること

が想定される． 

ここでは，前節の結果を基に，アマモ場・藻場の CO2

吸収効果を中心とした環境保全創造事業を持続的に実施

していくために，IMCES による非利用価値を加味した

評価及びコベネフィットの制度への組込みがどの程度の

インパクトを持つのかについて定量的に試算を行う．具

体的には，以下の 2つのシナリオで，現状のクレジット

価格を用いた場合の収益性指数（PI：キャッシュインフ

ローの現在価値/キャッシュアウトフローの現在価値），

IMCES によるアマモ場の温暖化抑制の環境価値を用い

た費用便益比（B/C），温暖化抑制以外のコベネフィッ

トも含んだ場合の B/C，創出クレジットが全て売れるこ

とを前提とし PI を 1 とするためのクレジットの価格等

を試算した．なお，コベネフィットは，主にアマモ場で

得られる環境価値として，食料供給，種の保全を用いた．

その他の環境価値は，干潟や浅場等の他の生息場で主に

得られる価値であるため，本計算からは除外した．収益

性指数は独立採算で BC プロジェクトが実施できるかの

判断，費用便益比はプロジェクトの実施の可否の判断を

する指標となる． 

【シナリオ 1（造成＋維持管理）】 

・アマモ場を 10 年間で 1ha（0.1ha×10 年）造成し，造成

後は適切に維持管理． 

・博多港の過去のアマモ場造成事業を参考に，適切に管

理することで，各年度の造成面積は 10年間で 40倍に

拡大（各年に造成する 0.1haが定率で拡大し 10年後に

は 4ha）し，以後は一定の面積（40ha）を維持するも

のとする． 

【シナリオ 2（維持管理のみ）】 

・天然を含む既存のアマモ場 20ha を適切に維持管理し

面積を維持するものとする． 

計算に用いる各指標は表-6 に示し，結果を表-7 に示

す．ただし，表-6 に示す値のうち，造成単価および維

持管理単価は，博多港の事例を参考に設定したものであ

り，実際は地域や場所により大きく異なる．特に，維持
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管理費は変動幅が広いことが想定され，博多港の事例は

必要最低限のモニタリング費用であることに留意が必要

となる．そのため，感度分析として表-7 の括弧内の数

字は維持管理単価が 3倍（手が掛かる場合を想定）にな

った際の結果を示している． 

まず，表-7 に示す通り，現状のクレジット価格を使

用した場合の収益性指数は 1を大きく下回り，クレジッ

トの販売のみを財源としたプロジェクトの実施には採算

性はない．採算性を確保するためには，現在想定するク

レジット価格の，シナリオ 1 で 10.3 倍，シナリオ 2 で

2.7 倍が必要となる．一方で，BCE が持つ非利用価値も

含んだ B/Cについては，シナリオ 1で 17，シナリオ 2で

66 と 1 を大きく上回っている．さらにコベネフィット

を考慮した場合の B/Cは，シナリオ 1で 20，82，シナリ

オ 2で 68，318と，特に食料供給効果まで考慮すれば非

常に高くなる．これらは，プロジェクト実施の妥当性を

示している．これらの試算結果から，現在想定する BC

のクレジット単価では，シナリオ 2の維持管理費用でさ

え賄えないが，購入者が BCE の持つ非利用価値や，コ

ベネフィットを理解し，表-7 に示すような採算性を確

保できる価格以上でのクレジット購入や寄付を希望すれ

ば，公的資金に依存せずとも維持管理ひいては造成費用

まで賄える可能性があることが分かる． 

ただし，造成の場合，イニシャルコストを考慮すると，

単年度で収支をバランスさせることは不可能で，販売ク

レジットの基金化が必要となる．こうした場合，公共側

がインセンティブを付与すれば，制度の実効性をより高

めることができる．例えば，クルーズ船社がクレジット

購入を行う場合，購入額に応じて入港料や岸壁使用料を

減免するといったインセンティブが考えられる．アマモ

場は公共財であるので，公共側の実質的負担が生じるイ

ンセンティブの設定は市民からの理解も得られやすい． 

以上の議論を踏まえると，制度の拡充，すなわち新た

なクレジット制度の検討の方向性としては，全ての環境

価値を IMCES で算定された経済価値に基づき一定の換

算率でクレジット化する，クレジットの購入（寄付）企

業には，クレジット購入が地域へ与えたベネフィット

（IMCES で求めた環境価値）を証明する証書を発行し，

統合報告書等へ記載できるようにする，購入したクレジ

ット額に比例し，先に述べたような行政的なインセンテ

ィブを受けられるようにする，一方で，カーボンオフセ

ットを望む企業には従来通りの単価で BC クレジットを

切り売りできるような柔軟性を担保する，といった内容

が考えられる．これらにより，クレジットが ESG 経営

に直結するだけのブランド力を持ち，複数の企業が購入

するようになれば，制度の自律的な運用可能性が高まる

と考えられる． 

 

表-6 PI及びB/C算出の計算条件 

項目 値 根拠 

造成単価 1.7億円/ha 博多港の最近 10年平均 

維持管理単価 10万円/ha/年 福岡市ヒアリング 

温暖化抑制の 
環境価値 

664万円/ha/
年 

表-5の今津湾の値 

コベネフィット 
（種の保全） 

2,267万円/ha/
年 

表-5の今津湾の値 

コベネフィット 
（食料供給） 

2,400万円/ha/
年 

表-5の今津湾の値 

クレジット価格 
（現状） 

8,000円/t 福岡市の事例 

CO2吸収原単位 4.64t/ha/年 表-3 

計算期間 50年 － 

社会的割引率 4% － 

 

表-7 非利用価値やコベネフィットを考慮した試算結果 

 シナリオ1 シナリオ2 

現状クレジット価格でのPI 0.10（0.06） 0.37（0.12） 

非利用価値を含むB/C 17  (11) 66  (22) 
コベネフィット（種の保全）

を考慮したB/C 

20 (13) 68 (23) 

コベネフィット（種の保全，

食料供給）を考慮したB/C 

82 (54) 318  (106) 

PI=1とする 

クレジット価格（円） 

82,986 
 (126,002) 

21,544  
(64,632) 

注）括弧内の数字は維持管理単価が 3倍となった際の結果 

 
(4) 今後の展望 

現状の博多港の制度は，クレジットを購入する企業の

立場から見れば，地球温暖化対策に係る国際的な枠組み

の下の制度となっていないことが課題であり，購入や寄

付のインセンティブも小さい．また，特に BC オフセッ

ト制度は「アマモ場・藻場」の「CO2吸収効果」に限定

して対象としている．CO2吸収効果の対象はアマモ場・

藻場だけではなく，アマモ場・藻場の価値は CO2吸収効

果だけではないため，制度の改善と拡充という両方の展

望がある． 

制度改善に関する点では，技術研究組合法に基づきジ

ャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）が令和 2

年 7月に設立された 88)．当組合の活動により CO2吸収量

の算定方法が科学的に評価され，クレジット認証法人が

誕生していけば，企業のクレジット購入モチベーション

は大きく高まることになる．さらに，BCE による CO2

吸収量が国連気候変動枠組条約 に基づくインベントリ

へ登録され，パリ協定に基づく NDC へ反映された上で，

ブルーカーボンをクレジットとして認証・取引する枠組

みとなれば企業の立場からは参加しやすくなる． 

制度の拡充としては，BC の対象を拡張する方向性が

ある．この点に関しては，(2)で述べた通り，アマモ

場・藻場以外の生態系を視野に入れることが考えられる．

しかし，インベントリとして登録されるためには十分な
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科学的な評価が必要となるため， JBE等における今後の 

研究に注目する必要がある．また，前節で試算した通り，

アマモ場・藻場のコベネフィットをクレジット単価に反

映する方向性もある．アマモ場・藻場のコベネフィット

については，一定の学術的知見も蓄積されてきているた

め実現可能性は十分にある．ただし，生態系サービス間

にはトレードオフの関係（例えば，生態系の保全と人の

利用）があることが知られている 89)-91)．温暖化抑制との

トレードオフ関係にある環境価値はまだ明らかになって

いないが，BC は主にアマモや海草の現存量に依存する

ことから，生態系の保全と温暖化抑制は両立関係にある

ことが期待できる．一方で，人の利用とは競合する可能

性がある．コベネフィットを採用する場合には，温暖化

抑制と他の環境価値との競合・両立関係を明らかにする

とともに，そのアマモ場・藻場に関連する多様な主体の

合意に基づいたコベネフィットを発揮できる利活用を検

討する必要があるだろう． 

以上のように，パリ協定の枠組みの下での地球温暖化

対策を含み，かつコベネフィットをクレジット化するこ

とで SDGs への貢献を明確にするといった購入企業や市

民に理解されやすい制度となり，環境保全創造活事業の

財源としての観点でも十分な実効性を確保することが可

能となる．ただし，制度自体の信頼性を担保するために

もクレジットに関しては公正な第三者機関による認証が

必要となり，JBE の活用が検討されるべきであろう．公

共側でも購入者に対する認証以外のインセンティブの付

与（クレジットの行政サービスに対するクーポン的利用）

を行えば，実効性は更に高まることが期待できる． 

 

5. おわりに 

 

本稿では，博多港での BC オフセット制度と寄付金等

制度の創設の経緯やその具体的な中身を整理するととも

に，その政策的意義と課題，そして今後の展望として制

度拡充の方向性を示した． 

世界共通の目標である SDGs とも関連するため，理念

的には賛同されやすいとはいえ，株主に対する説明等を

踏まえれば，購入する企業側の立場からは依然課題は残

る．現状の BC オフセット制度は，BC が我が国の現在

の NDC に含まれていない点でパリ協定の枠組みの中の

制度とはなっていないため，企業から見ればクレジット

の購入メリットが小さく，「アマモ場・藻場」の「CO2

吸収効果」に限定して対象としているため，CO2吸収量

やクレジット価格の絶対量も小さい．こうした課題は制

度の持続性や実効性において課題となる．このため本研

究では，パリ協定の枠組みの下での認証とコベネフィッ

トのクレジット化を将来的に行うことで購入・寄付のモ

チベーションを高めつつ，環境保全創造活動の規模を維

持・拡大することで，制度の実効性・持続可能性を確保

することを提案した．併せて，公共側でのインセンティ

ブの付与の必要性についても示唆している． 

本研究では，博多湾内の代表的な親水空間を対象に

IMCES を用いて実施したコベネフィットの評価結果，

結果に対する考察，コベネフィットの評価結果を用いた

シナリオ別の B/Cや収益性指数，独立採算的に環境保全

創造事業を実施するためのクレジット価格が示されてい

るが，これらは本研究で初めて得られた学術的知見であ

る．博多港での制度は始まったばかりであり，今後他の

自治体でも同様な取組みが期待されるが，制度の創設・

拡充に当たっては，本稿で述べた課題に留意が必要とな

り，今後の展望で述べたような方向性に拡充されること

が重要となる． 

今後の研究の方向性としては，視野に入れるべきアマ

モ場・藻場以外の生態系とその評価，コベネフィットの

評価の精緻化，公共側が与えるインセンティブの詳細な

制度設計等が挙げられる．更には，パリ協定の枠組みの

下での認証に関しては今後の研究による科学的評価が必

要となるため，その材料となる事例を蓄積することも必

要となる． 
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付録：IMCES の経済評価で用いたアンケート票を表-A1

に示した． 
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表-A1（1） アンケート票の設問 

No 設問 回答の選択肢 

Q1 以下の環境問題を解決することは，今後の社会にとって重要でしょうか？ 
あなたの考えと最も近い箇所をそれぞれ一つだけ選択してください． 
「地球温暖化」，「オゾン層の破壊」，「熱帯雨林の減少」，「水域の富栄養

化」，「砂漠化」，「酸性雨」，「野生生物の減少」 

〇1：重要ではない，〇2，〇3：どち

らともいえない，〇4，〇5：重要で

ある 

Q2 次の単語のうち，あなたがその意味を知っているものを全て選択してくださ

い． 
〇生態系サービス，〇赤潮，〇人工

干潟・藻場，〇生物多様性，〇青

潮，〇貧酸素，〇グリーンインフ

ラ，〇海洋酸性化，〇グリーンタイ

ド，〇IPBES，〇消費者余剰，〇知っ

ている単語はない 

Q3 ここからは，干潟・藻場とその生態系が持つ機能に関する質問となります．

説明をよく読んでから設問に回答して頂けますようお願いします． 
「干潟」とは，潮の満ち引きによって，海になったり，陸地になったりを繰

り返す，海と陸の境目にある場所のことです．「藻場」とは，海辺の浅い場所

で，海草や海藻が生えている場所のことです．これらは，潮干狩りなどでわた

くしたちの生活の身近にある（あった）海です．博多湾内では，和白干潟や今

津干潟などが天然の干潟として有名です．また，シーサイドももち浜海浜公園

のように人工的に作られた親水空間もあります． 
あなたは，上記のような親水空間を普段の生活のなかで，身近に感じていま

すか．あてはまるものを一つだけ選択してください． 

〇1：感じない，〇2，〇3：どちらで

もない，〇4，〇5：感じる 

Q4 
から 

Q6 

 干潟・藻場は，食料の生産や水質浄化などの様々な公共の機能を私たちの社

会に提供しています．普段の生活では感じにくいのですが，干潟・藻場は様々

な機能を通じて，多くの経済的価値を私たちの社会に提供してくれていること

が，近年の研究で明らかになってきています．次に，これまでに明らかになっ

てきている三つの干潟・藻場の価値の内容について説明しますので，説明を読

んでから設問に回答してください． 
－観光・レクリエーションに関する説明文－ 
以下の文に対して，あなたが該当する箇所を一つだけ選択してください． 
「わたしは，干潟・藻場に『観光・レクリエーション』という価値があること

を知っていた．」 
―以下，日々の憩いの場，水質浄化について同じ形式の設問－ 

〇1：あてはまらない，〇2，〇3：ど

ちらとも言えない，〇4，〇5：あて

はまる 

Q7 近年，博多湾の環境をよりよくするために，海浜公園の整備や干潟・藻場の

保全・再生に関する事業が，博多湾内で行われています．これらの海浜公園の

整備や干潟・藻場の保全・再生事業では，整備後の海浜公園や干潟・藻場から

得られる価値を予測し，その価値に見合った規模の事業が計画されます．例え

ば，先に示した三つの干潟・藻場の価値の経済評価額が，観光・レクリエーシ

ョン（年間 2,200 万円/ha），日々の憩いの場（年間 1,200 万円/ha），水質浄化

（年間  210 万円/ha）である場合は，三つの干潟・藻場の価値総額は，年間約

3,610 万円/ha となります．一般に，造成干潟・藻場等の公共事業の価値につい

ては，50 年程度は継続すると考えられているため，三つの干潟・藻場の価値の

資産価値は，3,610万円/ha/年×50年＝18億円/haとなります． 
ここでは，干潟・藻場の保全・再生事業において，投資した事業費の少なく

とも 2 倍の価値（利益）が得られるように事業費が調整されると仮定します．

よって，上の三つの干潟・藻場の価値総額が 18 億円の場合，これら三つの干

潟・藻場の価値を有したサッカーコート程度の大きさ（1 ヘクタール）の干

潟・藻場のために，総額 9 億円分の公共事業費を投入しようといった検討がな

されることになります．ちなみに，一般的な造成干潟の規模は 10ha程度です． 
では，干潟・藻場の価値が年間で 5,000万円/ha，資産価値が 25億円/ha（5,000

万円/ha×50 年）と予測された場合，1ha の大きさの干潟・藻場に投入できる公

共事業費は最大で幾らになるでしょうか？投入する公共事業費は，干潟・藻場

の価値の 1/2倍とします．以下の選択肢から一つだけ選択してください． 

〇1,250万円，〇5,000万円， 
〇2.5億円，〇12.5億円，〇25億円 
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表-A1（2） アンケート票の設問 

No 設問 回答の選択肢 

Q8 以上のように，干潟・藻場の保全・再生事業の公共事業費は，干潟・藻場の

資産価値が基準となり決定されます．先に説明した三つの干潟・藻場の価値

は，計算によって貨幣換算することができます．一方で，干潟・藻場には計算

から簡単に求められない価値も存在します．これらの価値については，市民の

方々の意見を基にして，その価値を貨幣換算します． 
ここからの設問では，簡単に価値を貨幣換算ができない六つの干潟・藻場の

価値を，計算により貨幣換算が可能な三つの干潟・藻場の価値と比較し，評価

してもらいます． 
干潟・藻場の価値を高く評価すれば，干潟・藻場の造成事業は進めやすくな

りますが，その分，他の公共事業（防災や道路建設，上下水道整備等）に投入

できる事業費を減らさなければならない，もしくは，増税を行わなければいけ

ないことに留意して慎重に評価を行ってください．  
まず，『教育』について評価してもらいます．以下の説明文をよく読んでか

ら，回答ください． 
－教育に関する説明文－ 
サッカーコート程度の大きさの干潟・藻場において，『観光・レクリエーシ

ョン』と『教育』の二つの干潟・藻場の価値を比較した時，どちらの価値が高

いと思いますか？下表の選択肢より一つだけ選択してください． 
（公共事業としてより価値が高いと思う干潟・藻場の価値を選択してくださ

い．） 

〇1年間で延べ 1万 7千人程度の人々

が観光・レクリエーションで訪れる 
〇1 年間で延べ 1,500 人程度の人々が

環境教育活動のために訪れる 
〇←わからない場合はこちらを選択

してください 

Q9 上記で比較した価値のうち『観光・レクリエーション』は，以下のようにして

価値を貨幣換算することができます． 

 
【価値の貨幣換算方法】 
・干潟・藻場が有する『観光・レクリエーション』の価値は，観光・レクリエ

ーションの目的で干潟・藻場へ訪れる人々が使った旅費から貨幣換算します． 

 
【価値の評価額】 
・サッカーコート程度（約 1ha）の広さで，年間で 1万 7千人程度が潮干狩りや

釣りに利用する価値は，年間 2,200万円と評価されました． 

 
この評価結果を踏まえ，干潟・藻場が持つ『教育』という価値について貨幣

単位で評価してください． 
『教育』には，以下に示された金額以上の価値があると思えますか？ 

 
年間で 1,500人程度が環境教育活動を行う価値＝年間 2,500万円以上 

 
なお，この年間の価値を資産価値に換算すると 12.5 億円以上となります．これ

は 6.2 億円以上の税金をサッカーコート程度の大きさの干潟・藻場における

『教育』のために支出する価値があること意味します． 
干潟・藻場造成事業の支出が増えた分，他の公共事業費は減る，もしくは，増

税になることに留意して慎重に評価を行ってください． 

〇はい，〇いいえ，〇分からない 

Q10 
 

前の設問で『教育』には，以下に示された金額以上の価値があると思える

（あると思えない）と回答した理由として，最もあてはまるものを以下から一

つだけ選択してください．また，空欄に具体的な理由を記載してください． 

○提示されたサービスの数量や規模

から計算し，価値を判断した． 
○社会的・公共的な効果を考慮し，

価値を判断した． 
○私個人にとっては重要なサービス

であることを考慮し，価値を判断し

た． 
○税金の無駄使いを避けることを考

慮し，経済的価値を判断した． 
○設問の意味がよくわからなかっ

た． 
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表-A1（3） アンケート票の設問 

No 設問 回答の選択肢 

Q11 
から 

Q25 

－Q8から Q10の要領で，以下の環境価値の評価を実施した．比較対象となる環

境価値，提示される経済価値，および評価を行う環境価値の順番はアンケート

票毎にランダムに変更した－ 
Q11からQ13：研究 
Q14からQ16：昔からの特別な場 
Q17からQ19：種の保全 
Q20からQ22：炭素貯留 
Q23からQ25：食料供給 

Q8からQ10と同様の選択肢 

Q26 
から 

Q30 

－個人の規範意識や属性に関する設問－ 
Q26：規範意識 
Q27：職業 
Q28：世帯年収 
Q29：学歴 
Q30：回答時間 

－ 
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THE ESTABLISHMENT AND FUTURE PROSPECTS  
OF BLUE CARBON OFFSET SYSTEM AT HAKATA PORT 

 
Yoshihisa SUGIMURA, Tomoko KOBAYASHI, Yugo MITO, Satoru YOSHIHARA,  

Tomonari OKADA and Tomohiro KUWAE 
 

A blue carbon offset system and a system in which a part of the entrance fee and donations from com-
panies and others are used as financial mechanisms for environmental activities at Hakata Port were es-
tablished. However, the blue carbon offsetting system is not sufficiently appealing to the ESG manage-
ment of companies because it is difficult to convincingly explain the effects of the system since it is not 
placed under the framework of the Paris Agreement and the amount of credit generated and sold is small. 
It is difficult to motivate companies to donate as there is no incentive for donors. In this paper, we present 
solutions to these problems and the future prospect of expanding the system to evaluate the co-benefits of 
seagrass meadows to enable the implementation of environment conservation and creation projects on a 
self-financing basis. 
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